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資料３



○市町村子ども・子育て支援事業計画において定める事項（量の見込み関係）

①教育・保育の量の見込み並びに実施しよういとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び実施時期

②地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体

制の確保内容及びその実施時期

量の見込みの基本的な考え方

子ども・子育て支援法 第61条（市町村子ども・子育て支援事業計画）

内閣府より平成26年１月20日「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等の

ための手引き」（ニーズ調査表の『必須項目』を元に具体的な量の見込みを算出するための手引き）が示

された

※ 国の手引きは、市町村子ども・子育て支援事業計画における量の見込みの標準的な算出方法を示すものである。
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（２）地域子ども・子育て支援事業関係（７事業）

○時間外保育事業 ○放課後児童健全育成事業

○子育て短期支援事業 ○地域子育て支援拠点事業

○一時預かり事業（幼稚園における在園児を対象とした一時預かり・その他）

○子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

○病児・病後児保育事業

※ニーズ調査結果を活用して算出する事業は上記７事業 3

種 別 対 象 該当する施設

教育標準時間認定

保育認定①

保育認定②

保育認定③

１号
（３歳～５歳）

専業主婦（夫）家庭
就労時間短時間

認定こども園
幼稚園

２号
（３歳～５歳）

共働きだが幼稚園利
用のみの家庭

幼稚園

共働き家庭等
認定こども園
保育所

３号
（０歳～２歳）

共働き家庭等
認定こども園
保育所
地域型保育

（１）教育・保育関係（４区分）

全国共通で「量の見込み」を算出する項目



就学前教育・保育の量の見込みの考え方

量の見込みについては、市町村子ども・子育て支援事業計画を作成しようとするときにおける

当該市町村に居住する子ども及びその保護者の教育・保育の利用状況及び利用希望把握調

査等により利用希望を踏まえて作成すること。

具体的には、教育・保育利用状況及び利用希望を分析し、かつ評価し、参酌標準を参考として、

次に掲げる区分ごとに、それぞれ次に掲げる必要利用定員総数を定める。

区分・・・（１）１号（３歳～５歳 教育標準時間認定）

（２）２号（３歳～５歳 保育認定）

（３）３号（０歳、１歳～２歳 保育認定）
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《子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）より》

《量の見込みの参酌標準》

事 項 内 容

１号
（３歳～５歳・教育標準時間認定）

満３歳以上の小学校就学前子どもの数から、２号の数を除いた数を基本として、保護
者の利用希望等を勘案して、計画期間内における必要利用定員総数を設定

２号（３歳～５歳・保育認定）
３号（０歳～２歳・保育認定）

認定区分ごとに、現在の保育の利用状況（認可外保育施設の利用及び幼稚園の預
かり保育の定期的な利用を含む。）を基本として、保護者の利用希望等を勘案して、
計画期間内における必要利用定員総数を設定



１．家庭類型の分類
《家庭類型の種類》
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アンケート結果からの具体的な算出方法

タイプ 父母の有無と就労状況

タイプA ひとり親家庭

タイプB フルタイム×フルタイム

タイプC フルタイム×パートタイム
（就労時間：月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

タイプC’ フルタイム×パートタイム
（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

タイプD 専業主婦（夫）

タイプE パートタイム×パートタイム
（就労時間：双方が月120時間以上＋下限時間～120時間の一部）

タイプE’ パートタイム×パートタイム
（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120時間の一部）

タイプF 無業×無業

※下限時間：各自治体における保育の必要性の認定の下限時間（月48時間から64時間の間で市町村が定める時間）
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《家庭類型と認定区分の関係》

タイプ 父母の有無と就労状況

タイプC’ ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（短）

タイプD 専業主婦（夫）家庭

タイプE’ ﾊﾟｰﾄ×ﾊﾟｰﾄ（いずれか短）

タイプF 無業×無業

7

教育標準時間認定
（認定こども園・幼稚園）

タイプ 父母の有無と就労状況

タイプA ひとり親家庭

タイプB ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾌﾙﾀｲﾑ

タイプC ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄ（長）

タイプE ﾊﾟｰﾄ×ﾊﾟｰﾄ（双方が長）

幼児期の学校教
育の希望が強い
（現在幼稚園利
用者）

保育認定①（幼稚園）

保育認定②（認定こども園・保育所）

保育認定③（認定こども園・保育所・

地域型保育

※ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（長）・・就労時間が「月120時間以上の人と「下限時間～120時間」の人の一部

※ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（短）・・就労時間が「月下限時間未満」の人と「下限時間～120時間の人の一部

※下限時間：各自治体における保育の必要性の認定の下限時間（月48時間から64時間の間で市町村が定める時間）



作業①推計児童数と潜在家庭類型をクロスし家庭類型別児童数を算出
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２．教育・保育の量の見込みの標準的な算出方法
（1号から3号共通）

推計児童数（人） × 潜在家庭類型（割合） ＝ 家庭類型別児童数（人）

作業②家庭類型別児童数と利用意向率をクロスし量の見込みを算出

家庭類型別児童数（人）× 利用意向率（割合） ＝ 量の見込み（人）
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計画期間における年齢各歳別人口（推計）

平成21年度から平成25年度までの住民基本台帳人口を用い、コーホート変化率法により、平成
27年度から平成31年度までの０歳から11歳の人口の推計を行った結果、本市の０歳から11歳の
人口は減少することが予測される。

年齢 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

０歳 555 541 528 518 508

１歳 608 591 577 564 554

２歳 624 602 585 571 558

３歳 622 633 611 594 580

４歳 608 623 634 612 595

５歳 661 618 634 645 623

６歳 704 664 621 637 648

７歳 645 708 668 625 641

８歳 635 641 704 664 621

９歳 681 649 655 720 679

１０歳 667 675 643 649 714

１１歳 708 669 677 645 651

合計 7,718 7,614 7,537 7,444 7,372

1,787 1,734 1,690 1,653 1,620

1,891 1,874 1,879 1,851 1,798

4,040 4,006 3,968 3,940 3,954
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２．家庭類型別割合
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量の見込みを算出するために、田辺市子ども・子育て支援事業計画策定に関するニーズ調査」の結果
より、家庭類型別割合を算出。

・下限時間を64時間に設定した場合（※小数点第２を四捨五入しているため、合計が１００％にならない）

家庭類型
（父母の有無と就労状況）

合計 ０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

タイプA ひとり親 172 9.0% 6 2.3% 15 7.4% 151 10.5%

タイプB ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾌﾙﾀｲﾑ 520 27.2% 78 29.4% 50 24.6% 392 27.2%

タイプC
ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

369 19.3% 17 6.4% 35 17.2% 317 22.0%

タイプC'
ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（64時間未満＋64時間～120時間の一部）

233 12.2% 12 4.5% 18 8.9% 203 14.1%

タイプD 専業主婦（夫） 598 31.3% 151 57.0% 82 40.4% 365 25.3%

タイプE
ﾊﾟｰﾄ×パート
（双方月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

8 0.4% 1 0.4% 1 0.5% 6 0.4%

タイプE'
ﾊﾟｰﾄ×パート
（いずれかが64時間未満＋64時間～120時間の一部）

4 0.2% 0 0 1 0.5% 3 0.2%

タイプF 無業×無業 6 0.3% 0 0 1 0.5% 5 0.3%

合 計 1,910 100% 265 100% 203 100% 1,442 100%
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・下限時間を48時間に設定した場合（※小数点第２を四捨五入しているため、合計が１００％にならない）

家庭類型
（父母の有無と就労状況）

合計 ０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

タイプA ひとり親 172 9.0% 6 2.3% 15 7.4% 151 10.5%

タイプB ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾌﾙﾀｲﾑ 520 27.2% 78 29.4% 50 24.6% 392 27.2%

タイプC
ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（月120時間以上＋48時間～120時間の一部）

398 20.8% 20 7.5% 39 19.2% 339 23.5%

タイプC'
ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（48時間未満＋48時間～120時間の一部）

204 10.7% 9 3.4% 14 6.9% 181 12.6%

タイプD 専業主婦（夫） 598 31.3% 151 57.0% 82 40.4% 365 25.3%

タイプE
ﾊﾟｰﾄ×パート
（双方月120時間以上＋48時間～120時間の一部）

9 0.5% 1 0.4% 1 0.5% 7 0.5%

タイプE'
ﾊﾟｰﾄ×パート
（いずれかが48時間未満＋48時間～120時間の一部）

3 0.2% 0 0 1 0.5% 2 0.1%

タイプF 無業×無業 6 0.3% 0 0 1 0.5% 5 0.3%

合 計 1,910 100% 265 100% 203 100% 1,442 100%
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《潜在家庭類型》
父母の就労意向（ﾊﾟｰﾄタイムからﾌﾙﾀｲﾑの転換見込み、無職の父母の１年以内の就労意向）を反映し、潜

在類型を算出。

・下限時間を64時間に設定した場合（※小数点第２を四捨五入しているため、合計が１００％にならない）

家庭類型
（父母の有無と就労状況）

合計 ０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

タイプA ひとり親 172 9.0% 6 2.3% 15 7.4% 151 10.5%

タイプB ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾌﾙﾀｲﾑ 574 30.1% 87 32.8% 61 30.0% 426 29.5%

タイプC ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

369 19.3% 25 9.4% 36 17.7% 308 21.4%

タイプC' ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（64時間未満＋64時間～120時間の一部）

280 14.7% 18 6.8% 19 9.4% 243 16.9%

タイプD 専業主婦（夫） 495 25.9% 127 47.9% 69 34.0% 299 20.7%

タイプE ﾊﾟｰﾄ×パート
（双方月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

9 0.5% 2 0.8% 1 0.5% 6 0.4%

タイプE' ﾊﾟｰﾄ×パート
（いずれかが64時間未満＋64時間～120時間の一部）

3 0.2% 0 0 1 0.5% 2 0.1%

タイプF 無業×無業 8 0.4% 0 0 1 0.5% 7 0.5%

合計 1,910 100% 265 100% 203 100% 1,442 100%
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・下限時間を48時間に設定した場合（※小数点第２を四捨五入しているため、合計が１００％にならない）

家庭類型
（父母の有無と就労状況）

合計 ０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

タイプA ひとり親 172 9.0% 6 2.3% 15 7.4% 151 10.5%

タイプB ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾌﾙﾀｲﾑ 574 30.1% 87 32.8% 61 30.0% 426 29.5%

タイプC ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（月120時間以上＋48時間～120時間の一部）

403 21.1% 29 10.9% 41 20.2% 333 23.1%

タイプC' ﾌﾙﾀｲﾑ×ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
（48時間未満＋48時間～120時間の一部）

246 12.9% 14 5.3% 14 6.9% 218 15.1%

タイプD 専業主婦（夫） 495 25.9% 127 47.9% 69 34.0% 299 20.7%

タイプE ﾊﾟｰﾄ×パート
（双方月120時間以上＋48時間～120時間の一部）

9 0.5% 2 0.8% 1 0.5% 6 0.4%

タイプE' ﾊﾟｰﾄ×パート
（いずれかが48時間未満＋48時間～120時間の一部）

3 0.2% 0 0 1 0.5% 2 0.1%

タイプF 無業×無業 8 0.4% 0 0 1 0.5% 7 0.5%

合計 1,910 100% 265 100% 203 100% 1,442 100%
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利用希望把握調査等により把握した、小学校就学前子どもの保育に係る

希望利用時間帯を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事
業量を設定すること。

２ 放課後児童
健全育成事業

小学校就学前子どもに係る保育との連続性を重視し、利用希望把握調査
等により把握した放課後児童健全育成事業に係る利用希望を勘案して、計
画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。

なお、学年が上がるほど利用の減少傾向があることやおおむね十歳前後ま
でに遊びや生活面で自己管理が可能となる等自立が進むことに留意するこ
と。

３ 子育て短期支

援事業

利用希望把握調査等により把握した、保護者の疾病や仕事等のやむを得
ない理由により家庭において子どもを養育することが一時的に困難となった
期間の実績に基づき、子育て援助活動支援事業等の他の事業による対応
の可能性も勘案しながら、計画期間内における適切と考えられる目標事業
量を設定すること。

１ 時間外保育事業

《量の見込みの参酌標準①》
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《量の見込みの参酌標準②》

４ 乳児家庭全戸
訪問事業

出生数等を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を
設定すること。

５ 養育支援訪問
事業及び要保
護児童対策地
域協議会その
他の者による
要保護児童等
に対する支援
に資する

児童福祉法第六条の三第五項に規定する要支援児童及び特定妊婦並び
に同条第八項に規定する要保護児童の数等を勘案して、計画期間内にお
ける適切と考えられる目標事業量を設定すること。

６ 地域子育て支

援拠点事業
利用希望把握調査等により把握した、地域子育て支援拠点事業の希望利
用日数等に基づき、居宅より容易に移動することが可能な範囲で利用でき
るように配慮しながら、計画期間内における適切と考えられる目標事業量
を設定。

７ 一時預かり事業 利用希望把握調査等により把握した、小学校就学前子どもを一時的に第
三者に預けた日数（幼稚園の預かり保育を利用した日数（幼稚園の預かり
保育を定期的に利用した場合を除く。）を含む。）の実績に、今後の利用希
望を加えたものを勘案して、子育て援助活動支援事業等の他の事業による
対応の可能性も勘案しながら、計画期間内における適切と考えられる目標
事業量を設定すること。
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《量の見込みの参酌標準③》

８ 病児保育事業 以下のいずれかの方法で設定すること。

一法第十九条第一項第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもに
該当する子どもの数を病児保育事業の利用可能性がある者と捉えた上で、
利用希望把握調査等により把握した事業の利用実績及び利用希望を勘案
して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。

二利用希望把握調査等により把握した事業の利用実績及び利用希望を勘
案して、市町村が適切と考える区域ごとに整備されるよう、計画期間内にお
ける適切と考えられる目標事業量を設定すること。

９ 子育て援助活
動支援事業

(ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀ
ｰ事業)

利用希望把握調査等により把握した、子どもを一時的に第三者に預けた日
数（幼稚園の預かり保育を定期的に利用した場合を除く。）の実績に基づき、
一時預かり事業等の他の事業による対応の可能性も勘案しながら、計画
期間内における適切と考えられる目標事業量を設定すること。

10 妊婦に対して
健康診査を実
施する事業

母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第十三条第二項の規定によ
る厚生労働大臣が定める望ましい基準及び各年度の同法第十五条に規定
する妊娠の届出件数を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目
標事業量を設定すること。
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各事業の量の見込みの算出対象となる家庭類型

事業種別 算出の対象となる家庭類型

時間外保育事業 共働き家庭等
（タイプA・B・C・D）放課後児童健全育成事業

子育て短期支援事業 全家庭

地域子育て支援拠点事業 全家庭

一時預かり事業

幼稚園在園
児対象事業

１号認定利用
（教育標準時間認定）

専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭
（タイプC’・D・E’・F）

２号認定利用
（保育認定）

共働きであるが幼稚園利用のみの家庭
（タイプA・B・C・E）

在園児対象型を除く 全家庭

病児保育事業 共働き家庭等（タイプA・B・C・D）

子育て援助活動支援
事業

就学前 全家庭

就学後 全家庭

※算出方法については基本的に教育・保育の量の見込みと同じであるが、利用意向日数・回数なども事業により考慮すること
になる。
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